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人と環境にやさしい交通をめざす協議会

宇都宮浄人

地域公共交通の制度改革の方向性
ー官民の役割分担再考ー

（制度財源検討会中間報告）

第10回人と環境にやさしい交通をめざす全国大会in滋賀
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実施日 タ　イ　ト　ル 講　　師 参加者数 延人数

第１回 2019.3.22
地域公共交通の制度改革の方
向　　　　～欧州から学べること
学べないこと

関 西 大 学 経 済 学 部 教 授
（ 交 通 ま ち づ く り の 広 場 ）
宇都宮浄人 氏

51名 51名

第２回 2019.4.26
地域公共交通におけるイノベー
ション　～その課題と解決に向
けて

国土交通省 総合政策局
公共交通政策部交通計画課長
蔵持 京治 氏

64名 115名

第３回 2019.6.24
路線バス事業の持続可能性
の確保に向けて

みちのりホールディングス
代表取締役ｸﾞﾙｰﾌﾟCEO
松本順氏

68名 183名

第４回 2019.8.2
普通の地方都市から考える
交通政策の役割分担

水戸市市長公室 交通政策課長
須藤文彦氏

40名 223名

第５回 2019.10.25
広島市における公共交通再編
の取組みと今後の課題

広島電鉄株式会社
取締役交通政策本部長
仮井康裕氏

45名 268名

第６回 2019.11.22
四国の公共交通ネットワークの
持続に向けて　　～鉄道の生き
残り方策

四国旅客鉄道株式会社
取締役総合企画本部副本部長
長戸正二氏

40名 308名

4



5



４ 水戸市の公共交通ネットワークのあり方
（「水戸市公共交通基本計画」 平成28年3月策定）

＜ 現 状 ＞ ＜ 将 来 ＞
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4出典）水戸市、第４回制度財源検討会配布資料



四国（＝地方）でのMaaS実現に向けて必要な要件

交通機関同士の有機的な連携

○地方では運行本数が少ない、路線がない
○駅前にバスが入れない昔ながらの駅

運行情報等のオープンデータ化

MaaSオペレータ

デジタルインフラの整備

○四国のバス事業者では
オープンデータが進んでいない

新たなモビリティの導入

○公共交通が事業として成立しづらく
大手事業者がいない地方において
MaaSオペレータの担い手は？

○全国共通ＩＣカードは香川県内の一部
愛媛県、高知県では地域カードのみ

○多額の整備コストが課題

○中山間地域や観光地では
バス・タクシーが無い地域も

・鉄道とバスの協力によるダイヤ調整
・まちづくりと連携した
駅前広場等の結節点整備

・コミュニティバスも含めた
オープンデータ化の推進

・自治体や各事業者が連携した
運輸連合のような組織の検討も

・新たな決済機能、技術の開発

・グリーンスローモビリティ、
シェアリングモビリティ等

7出典）四国旅客鉄道、第６回制度財源検討会配布資料
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出典）https://jmpo.kumamoto-toshibus.co.jp/infomation/announce2/



各地域で新たなチャレンジはあるが…

⚫民間の自助努力では誰かが損をするリスク

－全体最適よりも部分最適

－データ共有よりも囲い込み

「囚人のジレンマ」*

*相手の出方によって自己の利益に違いが出るという設定下で、二つの選択
肢が与えられた二人の人間が遭遇するジレンマ。自白を求められた二人の
囚人の状況になぞらえてこう呼ばれる。ゲーム理論の用語。(大辞林第3版)

⚫行政側に計画策定と実行するパワーが不足

⇒ 事業者間の協調が困難

「競争より協調」、地域公共交通に対する公
的関与をより制度的に明確にする必要がある
のでは
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第13回制度財源検討会の模様
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交通の官民役割分担の新常態が必要

・経済理論的には、交通市場では「市場の失敗」(市
場原理が機能しない事象)が発生

✓ 固定費の負担（施設が大きい）

✓ 外部効果（環境改善、交通事故など負の外部効果も）

✓ 利用可能性（今は使わなくとも将来は…）

✓ 長期の視点（50年、100年のインフラ）

⇒ 民間の事業単体の収支ベースでは社会的な最適化
が達成されない(≒QOLが最大化されない)

－ 日本の民間公共交通事業は、地理的条件と右肩上がり
の経済成長に支えられた特殊ケース

⇒ 最適化には、官民役割分担に基づく運営が必要

－ 公的介入に伴う非効率(「政府の失敗」)を避ける必要



日本の公共交通における官民分担

〇民間事業者の収益事業(独立採算制)を原則としつつ、規制
や補助金で「市場の失敗」を適宜補正

・社会的規制（安全規制等）はあるものの、経済的規制としての参入
退出は原則自由、運賃規制も緩和。

－ 事業としては黒字が原則(例えば、赤字前提の運賃は認可されない)

鉄道事業法

第五条 国土交通大臣は、鉄道事業の許可をしようとするときは、次の基
準に適合するかどうかを審査して、これをしなければならない。
一 その事業の計画が経営上適切なものであること。
二 その事業の計画が輸送の安全上適切なものであること。

－ ただし、民間事業が全く成立しないが、
最低限の交通サービスが必要な場合は、
公的セクターが直接・間接にサービスを
提供(コミュニティバス、自家用有償運
送等)



公共交通における官民分担の考え方

〇日本では、

通常の地域公共交通＝「商業サービス(commercial service)」

コミュニティバス等の一部＝ 「公共サービス(public service)」

〇欧州では、

通常の地域公共交通＝ 「公共サービス(public service)」

民間事業者が選ぶ路線＝「商業サービス(commercial service)」

－ 商業サービスの路線も上下分離（インフラは公）が前提

－ オーストリアの場合、
ウィーン～ザルツブルク間
の幹線と一部観光路線等が
「商業サービス」、それ以
外は「公共サービス」とい
う位置づけ

ウィーン

ザルツブルク

リンツ

オーストリア



欧州の官民役割分担制度（PSO)

〇「公共サービス」の公共交通は、官民の公共サービス契約

（PSO契約）に基づき運行(EU規則1370/2007)

・ 行政が公共サービスを発注し、受注者に公的資金による支
援、独占的な運営権を付与

・ 受注者である民間事業者は、公共サービス義務（PSO: Public 
Service Obligation)の下、サービス提供を求められる

－ オーストリアでは、広域交通の公的専門組織（運輸連合<100%州出資>
等）が、交通計画の策定に関わり、契約の実務を行政に代わって担当

【PSOのしくみ】

運輸連合
SCHIG

連邦政府

地方自治体

資金面支援・独占権付与

入札

交通事業者

サービス
提供

利用者



PSOの下での交通事業者のガバナンス
・PSO路線、運賃、サービス水準等は基本的に行政が決定

－ ただし、交通運営のノウハウを有する事業者とは事前に協議

・契約に当たって、運営権獲得に際しての入札が原則

－ EUも過渡期を設け、各国の実情に合わせ随意契約から徐々に移行

・契約上、ボーナスペナルティ制度や需要リスクを民間事業者が
有する形（純費用契約）を採ることで効率性を維持

－ 行政は顧客満足度調査(覆面)等も活用してサービス品質を確保

当局
（運輸連合等）

交通事
業者

利用者

当局
（運輸連合等）

交通事
業者

(純費用契約)

(総費用契約)

対価

対価

運賃

運賃

利用者の増減
が収入に影響

利用者の増減は
収入に影響せず



今後の課題

・財源はあるのか？

⇒ 地域公共交通を支えるための税制に向けた議論
の喚起

－「滋賀にふさわしい税制の目指すべき方向性」にも適
い、・・・を前提に、その導入可能性を検討していく

べきである」(滋賀にふさわしい税制のあり方について（答申：

令和3 年4 月21 日）

⇒ 予算配分の見直しに向けた議論の喚起

－「道路に税金を使って鉄道には使わない。それはおかし
いと思いますよ」(文春オンライン2018年9月17日：
森昌文国土交通省次官〔当時〕の発言)



オーストリア各州は道路から公共交通に予算をシフト
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ご清聴ありがとうございました


